令和５年１０月４日（水）
障害福祉計画等検討委員会
（当日資料）
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	障がいのある人の現状と課題



① 生活支援の推進

【現状】
○安心して住み慣れた地域で暮らすことを希望する人のために、グループホームと短期入所の整備を計画的に進めています。
○地域自立支援協議会を運営し、困難事例に対する検討会議の開催、障がい者福祉計画・障害福祉計画の進行管理、地域の関係機関とのネットワークの構築、中立・公正な相談支援機能の向上を図っています。
○障がいのある人が地域での生活を送れるよう、各種サービス（障害福祉サービス、手当など）を提供し、地域での生活を支援しています。
○地域移行の取組として、「地域移行支援」・「地域定着支援」の地域相談支援を実施するほか、市の事業として、宿泊体験を行う「障がい者自立体験事業」や、民間賃貸住宅への入居のための相談や保証人がいない場合に保証会社を紹介する「障がい者居住支援の推進事業」を実施しています。
○令和３（2021）年10月に開始した地域生活支援拠点等事業の取組として、介護者の不在や障がいの重度化等で緊急の対応が必要な事態が発生し、通常の障害福祉サービスの利用によって支援することが困難な場合は、障害福祉サービス事業所等の関係機関と連携して支援する仕組みづくりを進めています。なお、地域生活支援拠点等の取組については、小平市地域自立支援協議会より基幹相談支援センターの役割などについても併せて述べられた提言書を受けています。
○乳幼児期の各期における健康診査を行い、発達の気になる乳幼児の早期発見と相談・指導を実施し、必要に応じて関係機関と連携し早期支援に努めています。
○健診時における心理発達相談の充実に努めています。
[bookmark: _GoBack]○各種医療費助成制度を通じて、障がいのある人の医療サービス利用を支援しています。

＜課題＞
・障がいのある人が地域のサポートを受けながら自立した生活を送るために必要なグループホームと短期入所のさらなる整備と、住居・居住の場の確保に努める必要があります。
・障がいのある人の数が年々増加していることや、ひとり暮らし等、地域での暮らしを希望する人も増加傾向にあり、本人と介護者の高齢化などへの対応を含め、個々の状況や地域の実情に応じたサービスの提供体制の整備とサービスの必要量の確保を図っていく必要があります。
・障がいのある方だけを支えるのではなく、ひきこもりが要因のひとつでもある８０５０問題など、当事者を取り巻く環境についても地域の課題として支援していく必要があります。45

・障がいのある人の企業での就労が増加するなかで、「ジョブコーチ」などの就労定着支援、職場訪問など、継続的な支援の充実が求められています。
・市役所における障がいのある人の雇用促進は図られていますが、雇用率のさらなる向上と知的障がいや精神障がいのある人の雇用が求められています。

⑤ 広報・啓発活動の推進

【現状】
○障がい者施策に関する情報やお知らせなどを市報や市のホームページなどに掲載し、障がいのある人だけでなく広く一般の市民にも提供しています。障害者差別解消法の講演会やイベント時の啓発活動など、地域住民への理解の促進を図っています。
○地域活動に参加する場、自己成果の発表の場、あるいは障がいのある人とない人、また障がいのある人相互の理解と交流の場として、「障がい者作品展」や「障がい者運動会」を実施しているほか、小平市地域自立支援協議会において当事者・情報ワーキングを開催しています。
○たいよう福祉センターやあおぞら福祉センターなどが開催するイベントを通じて、障がいに対する市民の理解と共感を深め、交流の輪を広げています。また、市内企業・関係団体が主催するイベントなどの後援を行うことにより、連携を深めています。
○平成28（2016）年４月に障害者差別解消法が施行されたことに伴い、市職員等への研修を実施し、法の趣旨の理解促進に努めるとともに、イベント時において市民への啓発に努めています。
○障害者差別解消法が改正され、令和６（2024）年４月から行政に加え、事業者による合理的配慮の提供が義務化されるなど、障がいを理由とする差別の解消がさらに推進されることが期待されます。
○市の公共施設に「身体障害者補助犬シール」を貼付し、視覚障がい者等が安心して身体障がい者補助犬を連れて利用できるように配慮しています。
○通知、広報などには音声コードやルビを付けて情報提供するよう取り組んでいます。
○毎月第一、第三火曜日に健康福祉事務センターに手話通訳者を配置するとともに、健康福祉事務センター窓口案内に手話通訳ができる者を配置するなど、聴覚障がい者が市の手続等を行う際に円滑に進むよう支援を行っています。
○手話を必要とする方の意思疎通を行う権利が尊重され、安心して生活することができる共生社会を実現するため、令和４（2022）年９月に東京都手話言語条例が施行されました。
○市ホームページを利用している人が、心身の条件や利用する環境に関係なくホームページ等で提供されている情報や機能に支障なくアクセスし、利用できる環境を構築しています。
○市の窓口に、職員が筆談できることを示す「耳マーク」を設置し、聴覚障がい者の49

（４）福祉施設から一般就労への移行
① 福祉施設から一般就労への移行者数
市の現状、考え方と成果目標


第六期障害福祉計画では、令和5（2023）年度に一般就労へ移行する人数の数値目標は37人でしたが、実績は令和３（2021）年度に25人、令和4（2022）年度に26人でした。
市では、これまでの実績及び地域の実情等を踏まえ、令和8（2026）年度中に福祉施設から一般就労へ移行する人の数を、令和３年度実績（25人）の1.32倍となる33人とすることを目指します。

【国の基本指針の主旨】
・令和8（2026）年度において、障がい者の福祉施設利用者のうち、就労移行支援事業等（生活介護・自立訓練・就労移行支援・就労継続支援）を通じて同年度中に一般就労に移行する人の数が、令和3（2021）年度の移行実績の1.28倍以上とすることを基本とする。この際、就労移行支援事業から一般就労に移行する人の数は1.31倍以上、就労継続支援Ａ型事業から一般就労に移行する人の数は概ね1.29倍以上、就労継続支援Ｂ型事業から一般就労に移行する人の数は概ね1.28倍以上とすることを基本とする。また、就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が5割以上の事業所を5割以上とすることを基本とする。
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	項　目
	数　値
	備　考

	現在の年間一般就労移行者数　　　　　　　　　（Ａ）
	25人
	令和３（2021）年度において福祉施設を退所し、一般就労した人の数

	【目標値】
年間一般就労移行者数
	33人
	令和８（2026）年度において福祉施設を退所し、一般就労すると見込まれる人の数

	【目標値】就労移行支援事業からの年間一般就労移行者数
	22人
	（Ａ）のうち、就労移行支援事業を通じて一般就労した人数17人×1.31

	【目標値】就労継続支援Ａ型事業からの年間一般就労移行者数
	3人
	（Ａ）のうち、就労継続支援Ａ型事業を通じて一般就労した人数2人×1.29

	【目標値】就労継続支援Ｂ型事業からの年間一般就労移行者数
	８人
	（Ａ）のうち、就労継続支援Ｂ型事業を通じて一般就労した人数6人×1.28


② 就労定着支援事業所の利用者数と就労定着率


就労定着支援事業所の令和４（2022）年度末時点の利用者は35人で、令和２（2020）年度34人、令和3（2021）年度は40人と横ばいの傾向を示しています。これは、就労定着支援は利用できる期間が定められているサービスであることが要因のひとつと考えられます。
一般就労へ移行した人の、就労への定着も重要であることから、市では、これまでの実績及び地域の実情等を踏まえつつ、以下のとおり目標を設定します

【国の基本指針の主旨】
・就労定着支援事業の令和８（2026）年度末の利用者数は令和３（2021）年度実績の1.41倍以上とすることを基本とする。
・就労定着支援事業の就労定着率については、就労定着支援事業所のうち、就労定着率が7割以上の事業所を全体の2割5分以上とすることを基本とする。

市の現状、考え方と成果目標
















	項　目
	数　値
	備　考

	【目標値】
就労定着支援事業の利用者数
	56人
	令和3（2021）年度実績40人×1.41

	【目標値】
就労定着率７割以上の就労定着支援事業所
	25％
	令和8（2026）年度において就労定着支援事業所のうち、就労定着率が7割以上の事業所
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２

	計画の進行管理


地域自立支援協議会において「ＰＤＣＡサイクル」に基づいた計画の進捗管理を図るため、成果目標・見込み量（活動指標）等に関する実績を把握し、分析・評価を行います。また、本計画において今後検討する事項とした課題については、継続して取組を進めます。
計画の進捗や効果の評価結果、今後の社会情勢の変化や新たな国・東京都の施策、近隣市や市内の動向などに柔軟に対応し、必要に応じて見直しをします。

【計画の推進体制と進行管理の流れ】
小平市障がい者福祉計画・第七期小平市障害福祉計画・第三期小平市障害児福祉計画
（当事者・市民・事業所・小平市）

実施

５本の施策の柱



各個別事業



実施
地域自立支援
協議会


当事者
事業所
市　民
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小平市

国・東京都



必要に応じ見直し

進行管理





次　期　計　画　へ
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